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○ 歳出（性質別） 224

○ 特別区決算収支の推移 302

【注】

（１） １から１１の市部、郡部及び島しょ部の値は、加重平均である。

（２） 資料出典、引用文献、参照文献

　　・平成27年度市町村決算状況調査結果　東京都総務局行政部

　　・平成27年度特別区決算状況 東京都総務局行政部

　　・五訂　地方財政小辞典 （株）ぎょうせい

　　・総務省ホームページ（URL ： http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/kenzenka/index.html）

　　・市町村行財政の基礎知識 都市町村協議会事務局（東京都総務局行政部市町村課）

（３） 前年度までの数値は、各年度の「市町村財政力分析指標」発行時の数値を記載し、それ以降の数値改訂には対応していない。

　※この市町村財政力分析指標（平成18年度から平成27年度まで）のデータは、（公財）東京市町村自治調査会ホームページ
　　　(http://www.tama-100.or.jp)でご覧になれます。
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